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 BMHV / 空間上にプロットしたとき，は図 2-1 に示すラグビーボールのよ
うな曲面をなすことがわかっている．ここで，V ，H ，M は基礎底面中心位置
に作用する組合わせ荷重の鉛直成分，水平成分，転倒モーメント成分である．




























  01 2222  mhfcr                      (2-1) 
 
ここで， ，h，m はV ，H ，M を中心鉛直荷重を受けるときの極限支持力 mV
でそれぞれ無次元化した荷重であり， mVVξ  ，  mVμHh  ，  mBVψMm  で
ある．B は基礎幅である．一般に φtan とすることができる 1)．ここに，φは
地盤のせん断抵抗角である．ψについては，Meyerhof や Vesic の支持力式との比
較から，0.33-0.48 程度の範囲の値を取るものとされている 1)．ζ は支持力曲面を
























Nova and Montrasio のモデルは最初，Paolucci によって実際の動的荷重を受け
る構造物へ適用するため修正された．そして，繰り返し載荷のより正確な記述





案した．Le Pape et al.と Le Pape and Sieffent は，特に地震工学への適用を目指し，























表 2-1 存在する直接基礎のマクロエレメントモデルの概観 3)を参考に作成
出典 年 概要 詳細 
Nova and Montrasio 1991 砂質地盤上にある帯基礎 等方硬化塑性モデルと非関連流れ則，準静的単調載荷への
適用 
Paolucci 1997 砂質地盤上にある帯基礎 非関連流れ則の完全塑性モデル，地震荷重に対する単純な
構造物への適用 
Pedretti 1998 砂質地盤上にある帯基礎 繰り返し載荷を受けるシステム応答の記述のための低塑性
モデル，準静的繰り返し荷重を受ける構造物への適用 
Gottardi et al. 1999 砂質地盤上にある帯基礎 等方硬化塑性モデル，準静的単調載荷の場合への適用 
Le Pape et al. 









Martin and Houlsby 2001 粘性土地盤上にある円形基礎 等方硬化の非関連塑性モデル準静的単調載荷への適用 
Houlsby and Cassidy 2002 砂質地盤上にある円形基礎 等方硬化の非関連塑性モデル準静的単調載荷への適用 
Di Prisco et al. 2003 砂質地盤上にある帯基礎 繰り返し載荷を受ける挙動の記述のための低塑性モデル，
準静的繰り返し載荷への適用 
Cassidy et al. 2004 砂質または粘性土地盤上にある円形基礎 3 次元での記述，海洋開発産業への適用，準静的単調載荷 
Grange et al. 2006 粘性土地盤上にある円形基礎 Cremer の塑性モデルの 3 次元条件への拡張 
















ける基礎-地盤系を 1 つの要素として考える．基礎の中央での変位と荷重は図 2-2
のように定義する．それらは次式により表される． 
 
 Tuvx                              (2-2) 
 

























図 2-2 マクロエレメントモデルの変位と荷重の定義 
12 
 
変位増分を dx，荷重増分を dF とするとそれらは以下の関係となる． 
   dxDDDdF plupel 1                        (2-4) 
 



















2/6.3 3BGK r                            (2-7) 
 





の履歴則の概念図を図 2-3 に示す．図 2-3 中の PM  ， PM  は骨格曲線上のモー
メントで，負側，正側それぞれにおける最大モーメント， up ， upv は PMM 
のときの骨格曲線上の  ， vであり， up ， upv は PMM  のときの骨格曲線












































































up  MM                 (2-9) 
 
6
0BVM                               (2-10) 
 
ここで， M は地盤抵抗の塑性化によるモーメントの低減を考慮した基礎浮き上




0upv  MM                           (2-11) 
 






2 2  MMMM


































  0M          (2-14) 
 
再載荷後， PM  または PM  に達した後は骨格曲線上を移動する． 
塑性コンプライアンス を決定するために支持力曲面を用いる．中谷らのモデ
ル 1)では支持力曲面として Nova and Montrasio2)が提案した次式を仮定している. 
 
  01 2222  mhfcr                  (2-15) 
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ここで， ，h ，m はV ，H ，M を，中心鉛直荷重を受けるときの極限支持力 mV
でそれぞれ無次元化した荷重であり， mVV ，  mVHh  ，  mBVMm  で
ある．地盤の塑性化の進展を記述する降伏曲面についても Nova and Montrasio2)
に基づいて次のように定義する． 
 
  0/1 2222   cy mhf                (2-16) 
 












vR0exp1                        (2-17) 
 
ここで， 0R は
plvV  曲線における初期勾配である．また， cv は次式で表される． 
 
       5.0222 plMplMplc Buvv                   (2-18) 
 
ここで， M ， M は水平変位成分と回転変位成分を等価な鉛直変位に換算する
ための無次元パラメーターである．また流れ則としては非関連流れ則を仮定し
ており，その決定に必要となる塑性ポテンシャル面を次式で表す． 
   0/1 222222   gmhg                (2-19) 
 





 中谷ら 1)は，基礎・地盤間の減衰係数として Gazetas4)が提案したものを用いて
いる．鉛直，水平，回転の減衰係数 vC ， hC ， rC は以下の式から求まる． 
 
vLav cAVC ~                          (2-20) 
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AVC sh                            (2-21) 
 
rLar cIVC ~                          (2-22) 
 
ここで  は地盤密度， sV は S 波速度， LaV は Lysmer の波動速度， Aは基礎の底







降伏曲面の発展を規定する最も重要なパラメーターである mV ， 0R は，中谷ら
が行った鉛直載荷試験により求められたものを用いた．中心鉛直載荷における
極限支持力 mV は，鉛直載荷実験で得られた最大荷重としている．  
 降伏曲面に関するパラメーターのうち，ζ は Nova and Montrasio が推奨してい
る 0.95 を用いている．は， %60%,80rD のそれぞれについて行った土質試験
よりせん断摩擦角 φ を算出し， φtan としている．また，前述のようにψは
0.33‐0.48 程度の値を取るとされており，中谷らは Vesic の支持力式に対応する
0.48 を用いた．塑性ポテンシャルのパラメーター λ，χについては実験のシミュ
レーション結果に基づき 0.49 と設定している． M ， M は Nova and Montrasio




















値解析モデルの開発，土木研究所資料，第 4101 号，2008． 
2) Nova, R. and Montrasio, L.: Settlement of shallow foundations on sand, 
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表 3-1 構造物‐基礎‐地盤システムのパラメーター 
 
パラメーター 値 
集中質量 sm (t) 500 
構造物の慣性モーメント sJ (t・m2) 4167 
高さh (m) 10 
ヤング係数 E (kN/m2) 2450000 
断面積 A (m2) 4.423 
断面二次モーメント I (m4) 1.557 
減衰定数  0.05 
基礎幅 B (m) 10 
基礎の質量 fm (t) 100 
基礎の慣性モーメント fJ (t・m2) 833 
S 波速度 sV (m/s) 230 
Lysmer の波動速度 LaV (m/s) 356 
地盤密度  (t/m3) 1.603 
鉛直地盤ばね定数 vK (kN/m) 2750000 
水平地盤ばね定数 hK (kN/m) 2240000 
回転地盤ばね定数 rK (kN・m/rad) 5450000 
鉛直地盤減衰係数 vC (kN・s/m) 52500 
水平地盤減衰係数 hC (kN・s/m) 36900 
回転地盤減衰係数 rC (kN・s・m) 99800 
極限支持力 mV (kN) 96100 
降伏曲面のパラメーター  0.9 
降伏曲面のパラメーター  0.48 
降伏曲面のパラメーター  0.95 
塑性ポテンシャルのパラメーター  0.45 
塑性ポテンシャルのパラメーター   0.45 
硬化則のパラメーター 0R  48946 
流れ則のパラメーター M  2.8 






































質量を，解析の都合上 0 に近い値として設定するため集中質量の中で最小の 140t









































































































































































表 3-2 上部構造物‐橋脚‐基礎‐地盤システムのパラメーター 








1 23000000 11.56 10.65 0.02 
2 23000000 11.56 10.65 0.02 
3 23000000 7.45 4.44 0.02 
4 23000000 7.45 4.44 0.02 
5 23000000 44.86 160.2 0.02 
6 23000000 44.86 160.2 0.02 







1 12 710 0.87 
2 10.9 140 0.87 
3 9.5 0.14 0.87 
4 5.75 206 0.87 
5 2 0.14 0.87 
6 1 228 876.8 
7 0 0.14 0.87 
(c) 地盤のパラメーター 
パラメーター 値 
基礎幅 B (m) 6.5 
S 波速度 sV (m/s) 230 
Lysmer の波動速度 LaV (m/s) 355 
地盤密度  (t/ m3) 1.603 
鉛直地盤ばね定数 vK (kN/m) 1780000 
水平地盤ばね定数 hK (kN/m) 1460000 
回転地盤ばね定数 rK (kN m/rad) 14900000
鉛直地盤減衰係数 vC (kNs/m) 21700 
水平地盤減衰係数 hC (kNs/m) 15600 
回転地盤減衰係数 rC (kNsm) 2730 
極限支持力 mV ( kN) 40650 
降伏曲面のパラメーター   0.9 
降伏曲面のパラメーター   0.48 
降伏曲面のパラメーター   0.95 
塑性ポテンシャルのパラメーター   0.49 
塑性ポテンシャルのパラメーター  0.49 
硬化則のパラメーター 0R  48946 
流れ則のパラメーター M  2.8 








メーターは Nova and Montrasio4)と中谷ら 5)に基づいて設定する．なお，土被りの
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(b)  JR 鷹取駅記録 
図 3-4 実地震観測記録
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(a) 節点 1 の水平変位の時刻歴 
 
(b) 節点 7 の回転変位の時刻歴 
図 4-3  JR 鷹取駅記録の場合 
 
 














)  弾性地盤システム 弾性地盤と基礎浮き上がりシステム
 弾塑性地盤と基礎浮き上がりシステム
 
(a) 節点 1 の水平変位の時刻歴 
 



















(b) 節点 7 の回転変位の時刻歴 
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動数として異なる 3 つのケース；(a)加振振動数 ef が弾性地盤システムの固有振
動数 nf よりも小さい場合の一例( 9.0ne ff )，(b)加振振動数が弾性地盤システ
ムの固有振動数と等しい場合( 0.1ne ff )，(c)加振振動数 ef が弾性地盤システム
の固有振動数 nf よりも大きい場合( 1.1ne ff )を考える．なお，弾性地盤システ
ムの固有振動数は 1.989Hz である．正弦波の最大振幅として，ケース(a)，(b)，
(c)によらず 5m/s2とした．検討に用いる正弦波は全て継続時間を 30 秒とし，初




























Time (sec)  









































































































































図 4-3 ベースシアの時刻歴 




























3.3 節に示した 3 つの上部構造物-橋脚-基礎-地盤システムを対象として検討を
行う．加振振動数として異なる 3 つのケース；(a)加振振動数 ef が弾性地盤シス
テムの固有振動数 nf よりも小さい場合の一例( 7.0ne ff )，(b)加振振動数が弾性
地盤システムの固有振動数と等しい場合( 0.1ne ff )，(c)加振振動数 ef が弾性地
盤システムの固有振動数 nf よりも大きい場合( 3.1ne ff )を考える．なお，弾性
地盤システムの固有振動数は 1.462Hz である．正弦波の最大振幅として，ケース
(a)，(b)，(c)それぞれにおいて，1, 2, 4m/s2の 3 通りを考える．検討に用いる正弦
波は全て継続時間を 30 秒とし，初めと終わりの 5 秒間は徐々に振幅を増減させ
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図 4-5 検討に用いる正弦波の一例 
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4.3.2.2 ne ff  ( 01.ff ne  )の場合 
 






4.3.2.3 ne ff  ( 31.ff ne  )の場合 
 






































































)  弾性地盤システム 弾性地盤と基礎浮き上がりシステム
 弾塑性地盤と基礎浮き上がりシステム
(a) 節点 1 の水平変位の時刻歴 
 





















(b) 節点 7 の回転変位の時刻歴 
 



























































































































































)  弾性地盤システム 弾性地盤と基礎浮き上がりシステム
 弾塑性地盤と基礎浮き上がりシステム
 
(a) 節点 1 の水平変位の時刻歴 
 


















(b) 節点 7 の回転変位の時刻歴 
 
























































































































































)  弾性地盤システム 弾性地盤と基礎浮き上がりシステム
 弾塑性地盤と基礎浮き上がりシステム
(a) 節点 1 の水平変位の時刻歴 
 





















(b) 節点 7 の回転変位の時刻歴 
 







































































































図 4-8 ne ff  ( 3.1ne ff )，1m/s2の正弦波の場合 
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4.3.3.1 ne ff  ( 70.ff ne  )の場合 
 







4.3.3.2 ne ff  ( 01.ff ne  )の場合 
 







4.3.3.3 ne ff  ( 31.ff ne  )の場合 
 


































































)  弾性地盤システム 弾性地盤と基礎浮き上がりシステム
 弾塑性地盤と基礎浮き上がりシステム
(a) 節点 1 の水平変位の時刻歴 
 




















(b) 節点 7 の回転変位の時刻歴 
 





























































































































































)  弾性地盤システム 弾性地盤と基礎浮き上がりシステム
 弾塑性地盤と基礎浮き上がりシステム
(a) 節点 1 の水平変位の時刻歴 
 



















(b) 節点 7 の回転変位の時刻歴 
 













)  弾性地盤システム 弾性地盤と基礎浮き上がりシステム
 弾塑性地盤と基礎浮き上がりシステム
 (c) ベースシアの時刻歴 
 




















































































 (e) 回転変位の浮き上がり成分 
 





















































)  弾性地盤システム 弾性地盤と基礎浮き上がりシステム
 弾塑性地盤と基礎浮き上がりシステム
(a) 節点 1 の水平変位の時刻歴 
 



















(b) 節点 7 の回転変位の時刻歴 
 











































































































正弦波の最大振幅を 4m/s2としたとき，2 m/s2 の正弦波を用いた検討と同様の
傾向が見られたことからここでは結果を表示することを省略する．断面力低減








































表 4-1  橋脚の断面力低減効果 
 










ne ff   1.0 1.39 1.08 
ne ff   1.0 0.04 0.03 
ne ff   1.0 0.94 0.83 
 










ne ff   1.0 0.71 0.53 
ne ff   1.0 0.02 0.02 
ne ff   1.0 0.64 0.52 
 










ne ff   1.0 0.36 0.28 
ne ff   1.0 0.01 0.01 


























































































(b)  断面力低減効果のまとめ（2m/s2の場合） 




















(c)  断面力低減効果のまとめ（4m/s2の場合） 




















































































(b)  断面力低減効果のまとめ（弾塑性地盤と基礎浮き上がりシステム） 






































































(b)  2m/s2の場合 
































































ここでは，周期特性の異なる 3 種類の実観測記録として，1978 年宮城県沖地
震の際に観測された東北 1978 波の NS 成分（以下，東北 1978 記録），2004 年紀
伊半島南東沖地震の際に K-NET 豊橋で観測された強震記録の NS 成分（以下，
K-NET 豊橋記録），そして 2013 年淡路島地震の際に K-NET 五色で観測された強
震記録の EW 成分（以下，K-NET 五色記録）の 3 つを用いる．それらの加速度
時刻歴を図 5-1(a)，(b)，(c)に，またバンド幅 0.4Hz の Parzen ウィンドウで平滑
化したそれらのパワースペクトルを図 5-2(a)，(b)，(c)に示す．東北 1978 記録は
1.2Hz 付近が卓越，K-NET 豊橋記録は 0.2Hz 付近が卓越，そして K-NET 五色記


















































































(b) K-NET 豊橋記録 
 
 















(c)  K-NET 五色記録 
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(a) 東北 1978 記録 
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(b) K-NET 豊橋記録 
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(c)  K-NET 五色記録 
 
図 5-2 実地震観測記録の加速度時刻歴のパワースペクトル 
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5.3.1 K-NET 豊橋記録の場合 
 
最大振幅が 0.5m/s2 の K-NET 豊橋記録を入力としたときの各種応答時刻歴を
図 5-3 に示す．このケースでは塑性変位量，浮き上がり変位量ともにほとんど生
じておらず，節点 1 の水平変位，節点 7 の回転変位，ベースシアではシステム
間の差はほとんど見られない．  
 
5.3.2 東北 1978 記録の場合 
 






そこでこのケースについて地盤を比較的硬くした場合を 5.6 において検討する． 
 
5.3.3 K-NET 五色記録の場合 
 
最大振幅が 0.5m/s2 の K-NET 五色記録を入力としたときの各種応答時刻歴を
図 5-5 に示す．このケースでも塑性変位量，浮き上がり変位量ともにほとんど生
























(a) 節点 1 の水平変位の時刻歴 
 


















(b) 節点 7 の回転変位の時刻歴 
 











































































































































































(a) 節点 1 の水平変位の時刻歴 
 


















(b) 節点 7 の回転変位の時刻歴 
 















































































































































































(a) 節点 1 の水平変位の時刻歴 
 


















(b) 節点 7 の回転変位の時刻歴 
 















































































































5.4 最大振幅を 2m/s2とした検討 
 
ここでは，実観測記録の加速度時刻歴の最大振幅を 2m/s2 として検討を行う． 
 
5.4.1 K-NET 豊橋記録の場合 
 




5.4.2 東北 1978 記録の場合 
 
最大振幅が 2m/s2の東北記録を入力としたときの各種応答時刻歴を図 5-7 に示







5.4.3 K-NET 五色記録の場合 
 
最大振幅が 2m/s2の K-NET 五色記録を入力としたときの各種応答時刻歴を図
5-8 に示す．最大振幅を 0.5m/s2とした場合と同様にこのケースでも塑性変位量，














































































(a) 節点 1 の水平変位の時刻歴 
 




















(b) 節点 7 の回転変位の時刻歴 
 





















































































































































































(a) 節点 1 の水平変位の時刻歴 
 



















(b) 節点 7 の回転変位の時刻歴 
 













































































































































































(a) 節点 1 の水平変位の時刻歴 
 

















(b) 節点 7 の回転変位の時刻歴 
 
















































































































5.5 最大振幅を 6m/s2とした検討 
 
ここでは，実観測記録の加速度時刻歴の最大振幅を 6m/s2 として検討を行う． 
 
5.5.1 K-NET 豊橋記録の場合 
 










5.5.2 東北 1978 記録の場合 
 
最大振幅が 6m/s2 の東北記録を入力としたときの各種応答時刻歴を図 5-10 に








5.5.3 K-NET 五色記録の場合 
 
最大振幅が 6m/s2の K-NET 五色記録を入力としたときの各種応答時刻歴を図













録の卓越振動数およそ 1.2Hz と K-NET 豊橋記録の卓越振動数およそ 0.2Hz の中
間に卓越振動数が存在する JR 鷹取駅記録の加速度時刻歴をその最大振幅が
6m/s2となるように振幅調整して入力地震動として用いて検討を行う． 

































































































(a) 節点 1 の水平変位の時刻歴 
 



















(b) 節点 7 の回転変位の時刻歴 
 














































































































































































(a) 節点 1 の水平変位の時刻歴 
 



















(b) 節点 7 の回転変位の時刻歴 
 













































































































































































(a) 節点 1 の水平変位の時刻歴 
 

















(b) 節点 7 の回転変位の時刻歴 
 












































































































































































(a) 節点 1 の水平変位の時刻歴 
 


















(b) 節点 7 の回転変位の時刻歴 
 





























































































































































表 5-1  橋脚の断面力低減効果 
 










ne ff  （K-NET 豊橋記録） 1.0 1.0 1.02 
ne ff  （東北 1978 記録） 1.0 0.98 1.09 
ne ff  （K-NET 五色記録） 1.0 1.0 1.02 
 










ne ff  （K-NET 豊橋記録） 1.0 1.0 1.087 
ne ff  （東北 1978 記録） 1.0 0.55 0.409 
ne ff  （K-NET 五色記録） 1.0 1.0 1.018 
 










ne ff  （K-NET 豊橋記録） 1.0 0.57 0.446 
ne ff  （東北 1978 記録） 1.0 0.193 0.143 






































































































(b)  断面力低減効果のまとめ（2m/s2の場合） 




















(c)  断面力低減効果のまとめ（6m/s2の場合） 

































































































(b)  断面力低減効果のまとめ（弾塑性地盤と基礎浮き上がりシステム） 








0.5m/s2 の東北記録を入力とした場合と最大振幅が 6m/s2 の東北記録を入力とし
た場合の 2 ケースについて，現実にあり得る極端に地盤が硬いケースとして Vs
が 500m/s であると仮定したケースを検討する． 
 
5.7.1 東北 1978 記録，0.5m/s2の場合 
 
最大振幅が 0.5m/s2の東北記録を入力としたときの各種応答時刻歴を図 5-15に








5.7.2 東北 1978 記録，6m/s2の場合 
 


















































































(a) 節点 1 の水平変位の時刻歴 
 

















(b) 節点 7 の回転変位の時刻歴 
 


















































































































































































(a) 節点 1 の水平変位の時刻歴 
 


















(b) 節点 7 の回転変位の時刻歴 
 
























































































































































































            PFuKuCuM                      (6-1) 
ここで， M は質量マトリクス， C は減衰マトリクス， K は剛性マトリクス，





































                            (6-2) 
ここで， g は重力加速度， gx は地盤の水平方向の加速度である．添え字は質
点番号を表す． 
式(6-1)の両辺に dtudu  をかけて時刻 tまで積分すると，時刻 tまでのエネルギ
ーが求まる． 
                      dtPudtFudtuKudtuCudtuMu t Tt Tt Tt Tt T   00000         (6-3) 
ここで，左辺第一項はシステムの運動エネルギー kE ，第二項はシステムの減
衰エネルギー，第三項は橋脚のひずみエネルギー sE ，第四項は基礎部分での履
歴消費エネルギー hdE である．また，右辺は構造物への入力エネルギー totalE であ
る．システムの減衰エネルギーを橋脚の減衰によって失われたエネルギー dE と
逸散減衰によって失われたエネルギー rdE に分離すると以下のようになる． 
                           dtPudtFudtuKudtuCudtuCudtuMu t Tt Tt Trdt Tpt Tt T   000000       (6-4) 
ここで，左辺第二項は橋脚の減衰によって失われたエネルギー dE ，第三項は










































































(a) Case (1)のエネルギー収支 

























(b) Case (2)のエネルギー収支 
































































(c) Case (3)のエネルギー収支 

























(d) Case (4)のエネルギー収支 
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図 6-6 断面力低減効果と構造物への入力エネルギーの関係 
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7. 結論 
 
本論文は，直接基礎を有する典型的な道路橋を対象として，基礎の浮き上が
りや地盤の材料非線形によって，橋脚の断面力が低減する現象について検討を
行ったもので，特にその効果に及ぼす入力地震動の周波数特性の影響に着目し
たものある．直接基礎と地盤のモデル化にあたっては，直接基礎のマクロエレ
メントモデルを用い，入力地震動として周波数特性や強度特性の異なる複数の
正弦波や実地震動を用いて，橋梁の応答や橋脚に発生する断面力の低減につい
て検討を行った．さらに上部構造物‐橋脚‐基礎‐地盤系への地震動の入力エ
ネルギーが各種のエネルギーに変換され，消費されるのかを評価することによ
り橋脚の断面力が低減される効果のメカニズムについて考察を加えた．本研究
の検討の結果，以下の結論を得た． 
 
1)  入力地震動として正弦波を用いた場合，基礎の浮き上がりと地盤の材料非
線形による橋脚の断面力低減効果は，地盤を弾性体とし浮き上がりしないと
仮定した橋梁の固有振動数と加振振動数が等しい場合に最も顕著に表れた．
これは揺れがある程度より大きくなると，基礎が浮き上がること，地盤が塑
性化することによりシステムが長周期化し，共振を免れるためであると考え
られる．この振動数より加振振動数が大きいあるいは小さい場合には断面力
低減効果の程度は低下する．また，この振動数よりも小さい振動数で加振し
たとき入力地震動の振幅によっては断面力が逆に増大する場合もあった．さ
らに，地盤の材料非線形は基本的には橋脚の断面力を低減させるように作用
し，また，入力の強度レベルにより基礎の浮き上がりの程度や地盤の材料非
線形の程度が複雑に変化するため，橋脚の断面力低減効果の程度も様々に変
化することを考察した． 
 
2)  入力地震動として実観測記録を用いた場合においても正弦波入力と同様
に顕著な橋脚の断面力低減が見られた．すなわち，入力地震動の卓越振動数
の値が，弾性地盤とし浮き上がらないとしたモデルの固有振動数と近い場合
には，基礎が浮き上がる場合には共振を免れることで，顕著な橋脚の断面力
低減の効果が認められた．ただし，実地震動の場合には，極端に狭帯域の周
波数特性を有する正弦波と異なり，ある帯域の幅をもっているので，橋脚の
断面力低減の程度は正弦波ほど顕著ではないと考えられる． 
 
3)  基礎の浮き上がりにより橋脚の断面力低減効果がみられる一方で，過度な
浮き上がりを生じ，上部構造物の水平変位が大きくなりやすい加振振動数が
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存在するので注意を要する．その振動数は入力地震動の強度，さらに地盤の
材料非線形の影響を強く受け変化する． 
 
4)  基礎の浮き上がりや地盤の材料非線形によって橋脚に発生する断面力が
低減する現象といっても，エネルギー的にみると，そのメカニズムには，(1) 
加振振動数によっては構造物への入力エネルギーが増大しなくなることに
より断面力が低減する場合と，(2) 構造物への入力エネルギーは増大するが
システムの運動エネルギーや基礎部分での履歴消費エネルギーへと変換す
ることにより断面力が低減する場合，の複数のパターンがある． 
 
本研究で得られた知見は，基礎の浮き上がりや地盤の材料非線形による橋脚
の断面力低減効果のメカニズムについての理解を深めるものであり，設計者が
その効果を定量的に評価し，意図する直接基礎を有する橋梁構造物の性能をよ
り正確に把握，実現する上で有用であると考えられる． 
今後の課題として，今回の検討で網羅できていない様々な構造物特性，地盤
特性の考慮，入力地震動としてさらに多くの実地震動を用いた検討や，入力地
震動特性として位相特性などに着目した検討，橋脚の塑性化を考慮に入れた検
討，耐震設計へ向けての展開があげられる． 
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